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１．はじめに

　欧州では，CAP（共通農業政策）改革の関連
措置として，1992 年より環境保護を目的とした
農業・環境規則（EC�2078/92）が採択され，農薬・
化学肥料の削減，単位面積当たりの家畜飼養密度
の低減等とともに，有機農業を行う農家への直接
支払いによる支援が行われるようになった。その
前年の 1991 年には，すべての農産品を対象に公
的認定検査機関が認証した場合にのみ「有機」名
称の使用を認める「農産物の有機的生産ならび
に農産物および商品の表示規則」（EEC�2092/91）

が制定され，EU 域内での有機農産物の流通の円
滑化が進められた。

他方，食品の安全性や環境問題等に対する消費
者意識の高まりに関連して，EU における有機農
産物市場も拡大を続け，世界的に景気が落ち込ん
だ 2008 年以降も年率で平均約 7.5％の急成長を遂
げている（日本貿易振興機構〔49〕）。EU27 カ国
における 2012 年の有機栽培農地面積は 999 万ヘ
クタールで，これは EU 圏の全農地の約 5.6％を
占 め る（European�Commission〔17〕）。2002 年
は約 572 万ヘクタールであったため，この約 10
年間でほぼ 2 倍に拡大している。また，世界全
体の有機栽培農地の面積（2012 年）は 3,754 万
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ヘクタールであり，その約 30％を欧州（ロシア
等を含めた欧州の有機栽培農地面積は 1,117 万ヘ
クタール）が占め，面積ではオセアニアの 1,216
万ヘクタールに続き世界で二番目である（FiBL�
and�IFOAM〔18〕）。このことからも欧州の有機
農業が世界的にも著しく発展し，現在も成長を続
けていることが理解できる。
　本稿で焦点を当てるデンマークは，1987 年に
世界で初めて有機農業に関する政策支援を導入し
た国である。以降，欧州の中でも特に積極的に有
機農業への転換支援を行ってきた。また，国民の
環境や食品の安全性に対する意識が極めて高く，
有機食品の１人当たり消費額は年間 161.9 ユーロ
で，欧州ではスイス（177.4 ユーロ）に次いで２
番目に高い（FiBL�and�IFOAM〔18〕）。以上の
ような生産面における政策支援および消費面にお
ける需要拡大を契機として，近年では酪農または
耕種に特化した大規模な有機農業経営体が増えて
きている。その動きの背景には，拡大する有機食
品のニーズに合わせた規模の経済性の追求だけで
はなく，様々な要因が関係している。例えば，現
在の有機農家が遵守しなければならない規則は，
アニマルウェルフェア（1）や施肥管理，輪作や間
作といった作付管理等多岐にわたり，畜産と耕種
それぞれにおいて非常に高い専門知識が要求され
る。このような経営条件下では，畜産と耕種を両
立させることは決して容易ではない。

また，デンマークでは土壌条件が地域ごとに大
きく異なるため，肥沃な壌土が広がる東の島嶼部
では有機耕種に特化し，砂質土が分布する西のユ
トランド半島部では牧草地をベースとする有機酪
農に特化する方が生産性は高い。つまり，市場
経済や政策，環境要因等，取り巻く状況に対す
る有機農家の経営戦略として，生産の特化と大
規模化が行われているわけである。事実，有機
農家における１戸当たりの有機栽培農地面積は
1995 年の 16.1 ヘクタールから 2012 年の 60.1 ヘク
タールへと４倍近く拡大しており，同様に１戸
当たりの飼養牛の頭数も増加している（Statistiks�
Denmark〔39〕）。

しかしながら，このような有機農業の大規模化
や特化（2）は，本来，自家農場内の複合農業によ
る効率的な資源循環を基礎としていた有機農業シ

ステムのあり方を根本的に変化させている。現
在，デンマークの有機農家が施用できる所有農地
への最大窒素量は１ヘクタール当たり 140kg と
定められている。しかし，大規模有機酪農の農場
では，家畜排せつ物の排出量が所有農地および賃
借農地に施用できる量を大幅に超過するため，他
の農家へ余剰分を搬出しなければならない。一
方，耕種に特化した有機農家では作物生産に必要
な養分を自家農場内で確保することが難しく，ま
た化学合成肥料を使用できないため，他の畜産農
家からの家畜排せつ物に頼らざるを得ない（3）。
　こうした状況を踏まえ，現在の規則では１ヘ
クタール当たり最大 70kg まで慣行飼育された家
畜の排せつ物に含まれる窒素の施用が認められ
ている。ところが，このような外部の，特に慣
行農場に由来する投入物への依存は，有機農業
の「地域の自然生態系の営み，生物多様性と物質
循環に根差し，これに悪影響を及ぼす投入物の使
用を避けて行われるべき（4）」という共通概念に反
するとの指摘が多々議論されてきた（Oelofse�et�
al.〔33〕）。そこで，デンマーク政府は慣行農法由
来の作物養分投入量の上限を年々厳しくし，2022
年までには完全に使用を禁止するという法規制を
定める方針を立てている（5）。つまり今後，各有機
農家は，複合農業によって自家農場内で作物生産
に必要な養分を確保するか，その他の有機農家と
家畜排せつ物の取引を介したパートナーシップを
結ぶことで，作物養分の余剰分・不足分を補うと
いう選択を強いられることになる。しかし，上記
に述べたように複合農業は大規模経営を維持する
上では難しく，よってパートナーシップに対する
理解と推進がより一層重要になってくる。

ところが，有機農家同士の資源取引に注目し
た先行研究は少ない。例えば，Nauta�et�al.〔29〕
は，畜産に特化した有機農家，耕種に特化した有
機農家がそれぞれ堆肥と飼料を地域内で交換し合
う「パートナーファーム（Partner� farm）」とい
うコンセプトを提案し，オランダ国内の９戸の
有機農家を事例研究として，それらの農家が協
働で資源循環を行った際の効率性を計算してい
る。また，Jacobsen�et�al.〔23〕はデンマークの
有機耕種農家数戸を対象に有機認証された堆肥だ
けを 100％投入すると仮定した際の費用対効果を

－ 2－



� 浅井：デンマーク有機農業における家畜排せつ物の取引を介したパートナーシップの現状

－3－

浅井：デンマーク有機農業における家畜排せつ物の取引を介したパートナーシップの現状　

明らかにしている。しかし，これらの研究はいず
れも少数のサンプル農家を対象とした事例研究で
あり，国・地域レベルにおいてどれほどの有機農
家がパートナーシップを形成しているのか，また
今後搬入が禁止される慣行農家からの家畜排せつ
物の譲渡が現在どの程度行われているのか，そし
て具体的な取引がどのように行われているのか等
の現行取引についてまでは研究対象とされていな
い。

これらの問いに対し，有機農家だけでなく慣行
農家を含めたデンマーク全国レベルでの現状分
析を行った先行研究として Asai�et�al.〔8〕があ
る。同論文では，デンマークのほぼ全農家の施肥
管理データを用いて国レベルでどれほどの農家が
家畜排せつ物を介したパートナーシップに参加し
ているのかを明らかにし，さらには全国から抽出
したサンプル畜産農家 644 戸へのアンケート調査
によって，どのように家畜排せつ物の搬出・搬入
が行われているのかを分析している。また，Asai�
et�al.〔9〕は同じサンプル畜産農家へのアンケー
ト調査によって，畜産農家が考えるパートナー
シップを結ぶ上で重要となる要素を明らかにして
いる。さらに，デンマークの有機農家同士にお
けるパートナーシップに焦点を当てたものとし
て Asai�and�Langer〔10〕があるが，同論文は畜
産業集積地域（ユトランド半島）における有機農
家間の家畜排せつ物取引にのみ注目したものであ
り，どれほどの有機農家が慣行農家から家畜排せ
つ物の搬入を行っているのか，また農業特性の異
なる地域間でそれらがどのように異なるのか等に
ついては明らかにされていない。この他，欧州内
における有機農業の促進と政策の役割を議論した
Padel�et�al.〔35〕は，特にデンマークやオランダ
等の地域間で農業特性が大きく異なる国における
有機耕種農家の作物養分不足問題を指摘し，また
Nowak�et�al.〔30〕はフランスの農業特性の異な
る２地域の有機農場 63 戸への調査分析から有機
耕種農場ほど慣行農業由来養分の導入率が高かっ
たことを報告している。

そこで本稿では，地域特性が農業生産，ひいて
は家畜排せつ物の取引にも影響を及ぼすという仮
定に基づき，土壌環境の異なる二つの地域を選定
し，域内における有機農家の取引状況および地域

間に差異が見られるのかどうかを明らかにするこ
とを第一目的とする。分析には，デンマーク農家
が毎年申請を義務づけられている施肥管理のデー
タベースを使い，地域ごとの取引参加状況を明ら
かにする。また，有機農家同士または慣行農家と
の複雑な取引関係については社会ネットワーク分
析を用いることで，取引構造を可視化し，理解を
容易にする。さらに第二の目的は，今後益々重要
になる有機農家同士の取引内容を理解することで
ある。そこで，本分析では有機酪農が集積してい
る地域の有機酪農家へアンケート調査を行い，彼
らが実際に家畜排せつ物を搬出しているパート
ナーとの取組内容について，どのように実施・維
持しているのかを明らかにする。最後に，これら
二つの分析により得られた知見をもとに，有機農
家同士のパートナーシップと関連した今後の政策
的な取組について考察を行う。

２．デンマークにおける有機農業と家畜排
せつ物管理に関する農業環境政策

（１）デンマーク有機農業の発展と現状
デンマークの国土はおよそ 43,000�km2 で，北

海道の面積のほぼ半分程の小国である。しかし，
その国土の 63％は農地が占め，集約的な畜産生
産に秀でており，欧州各国や日本・中国等東アジ
アへ豚肉や乳製品の輸出を盛んに行っている農業
国である。その一方で，1970 年代以降の急速な
集約的農業の発展は，家畜排せつ物からの地下
水・河川流域への窒素流出をもたらすことになっ
た。特に，国内の最高地点が海抜 173 メートルと
国土の大半が平地であるデンマークでは，飲用水
の硝酸汚染や海洋沿岸域での富栄養化等，深刻な
問題をもたらした。このような反省から，国民の
環境への関心が高まるとともに，農業活動に起因
する環境負荷の低減を目的とした粗放的な生産や
有機農業への政策支援が活発に行われるように
なった。

前述のようにデンマークでは 1987 年に有機農
業生産についての最初の法律が制定され，有機農
業への転換，有機食品生産 ･ 販売，有機農業につ
いての情報提供 ･ 助言 ･ 調査に対して補助金が
交付されることとなった。当初，有機食品は価

－ 3－



農林水産政策研究　第 24 号（2015.3）

－4－

　農林水産政策研究　早期公開　2015. 1

格面の問題から野菜と穀類の販売に限定されて
いたが，1988 年からは全国で有機牛乳の販売が
始まり，有機酪農家たちによる組織的販売が行
われるようになった。1990 年には有機食品の販
売を促進するために，政府によるラベル表示制
度が導入された。以降，有機食品にはデンマー
ク語で「有機」の意味を示す Økologisk の頭文字
をとった Ø ラベルが表示されている。1993 年に
は，デンマーク最大手スーパーマーケットチェー
ンである Coop�Denmark が有機食品の販売価格
の値下げを決行し，それまで馴染みの低かった
有機食品への消費者購買意欲を促進させた（6）。そ
の後，SuperBrugsen や Netto 等の大手スーパー
マーケットチェーンもこれに続き，有機食品の流
通・低価格販売に力を入れるようになった。現
在，有機食品販売シェアの８割以上をスーパー
マーケットが占めており，最も重要なチャネルで
あるとともに，これが欧州トップの有機食品消
費量を誇る一つの要因と考えられる（Sanders�et�
al.〔37〕）。

第 1 図は，デンマーク全体の有機栽培農地面積
と有機農家戸数の推移を示したものである。1990
年代後半にかけて急激に面積および有機農家戸
数が増加したことがわかる。特に，1998 年から

2000 年の間には過去最高の慣行農家の有機転換
率を記録した。これらの農家は，主にユトランド
半島西部の 50 ヘクタール以上の農地を保有して
いた大規模酪農家で，有機牛乳の高値販売と転換
への補助金がインセンティブとして大きく働い
たと考えられている（Jacobsen�et�al.〔23〕）。ま
た，酪農では耕種に比べて有機農法へ転換しや
すいという理由（7）も，有機耕種への転換よりも
有機酪農への転換が多く観察された理由である

（Jacobsen�et�al.〔23〕）。一方，2000 年代に入る
とその傾向は逆転する。2003 年には有機農業へ
転換した農家が僅か 63 戸であったのに対し，266
戸の有機農家が失業もしくは慣行農法への再転
換を行っている。Jacobsen�et�al.〔23〕によれば，
慣行農法へ戻った農家の多くがユトランド半島で
経営を行う 100 ヘクタール以上の農地を保有する
大規模酪農家および小規模耕種農家（平均 31 ヘ
クタール）であり，その背景には有機牛乳と有機
穀物の過剰供給（8）や，政権交代による補助金の
引き下げが原因とされている。

2005 年以降，有機農家戸数は横ばい傾向であ
るが，総面積は拡大し続けている（9）。2012 年に
おける有機栽培農地面積は 182,930 ヘクタール
で，全農地面積（2,644,631 ヘクタール）の 7％

（1000 ha） （戸数）

第１図　デンマークの有機栽培農地面積と有機農家戸数の推移
資料：Statistiks�Denmark〔39〕．
注．2012 年におけるデンマーク栽培農地の総面積は 2,644 千ヘクタール，農家の総戸数は 39,930 戸であった

（Statistiks�Denmark〔39〕）．
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を占める（Statistiks�Denmark〔39〕）。このう
ち，13％は牧草地，86％が耕地（10），残りの１％
が多年生作物（11）である。有機農家１戸当たりの
平均面積は 60.1 ヘクタールで，これは EU27 カ
国の有機農家平均面積より大きく，デンマーク
全農家の平均（66.2 ヘクタール）よりやや小さ
い（European�Commission〔17〕）。デンマーク政
府は 2009 年に打ち出したグリーン成長（Green�
Growth）計画において，2020 年までに全農地
の 15％を有機栽培に転換することを目標として
掲げている（Danish�Ministry�of�Economic�and�
Business�Affairs〔2〕）。有機栽培農地面積の倍増
に伴い，有機農場由来の作物養分の需要は益々増
加することが予想される。そのための解決策とし
て，Jørgensen�and�Kristensen〔5〕は，品種改
良や作付管理による養分循環効率の向上，バイオ
ガスプラントからの処理済みの廃液（消化液）の
活用，そして本稿が焦点を当てる有機農家間にお
ける家畜排せつ物の取引を介したパートナーシッ
プの推進を挙げている。

１）有機認証システム
デンマークにおいて有機農産物として扱われる

食品はすべて Ø ラベルが表記されている。この
Ø ラベルを得るためには，まず EU の有機産物の
生産と表示に関する規則（EC�834/2007）（12）と，
その実施規則（EC�889/2008）（13）に記載されてい
る有機農業についての条件を遵守し，これに従っ
て生産を行わなければならない。しかし，デン
マーク国内の認証は一部 EU 認証ではカバーしき
れていない基準も採用（14）しているため，国内に
おいては Ø ラベルと EU ラベルの併用が行われ
ている（15）。

有機農家として認可されるためには，デンマー
ク食料農業漁業省内の Danish�AgriFish�Agency
に対して，農場の規模，収穫量，家畜頭数等の
情報とともに申請を行う必要がある。Danish�
AgriFish�Agency は，全国６カ所の事務所を保
有しており，各地域内の申請農家に対する有機農
業生産の認証査定および認証後の継続検査を行っ
ている。すべての有機農家は，年に最低１回，
当局による検査を受けなくてはならない（16）。こ
のうちランダムに選ばれた約 25％の農家に対し

ては，予告なしの検査も行われる。認可を受けた
有機農家は，毎年，生産報告書の提出を義務づけ
られているが，報告書に記載された財務内容，施
肥計画，肥育計画，獣医の訪問記録等に基づき実
地検査が行われる（17）。軽度の法令違反の場合に
は，警告または生産物の有機食品としての一定期
間の除外措置がとられる。重大な違反には，罰金
や有機認証の取消も行われる。

Ø ラベルは，その商品の生産だけではなく，加
工，梱包を行っている農場および工場に対して
もデンマーク当局が検査を実施していることを
示すものである。このような商品の加工，梱包
の検査はデンマーク食料農業漁業省内の Danish�
Veterinary�and�Food�Administration が執り行っ
ている。海外の有機食品においても，最終工程で
ある加工・梱包・表示がデンマーク国内で行われ
たもの対しては，Ø ラベルの検査を受けることが
でき，検査項目をパスできればラベルの使用が許
される。ここでも有機農産物を扱う事業者への抜
き打ち検査を行い，特に農家と食品加工業者の間
の生産物の流れについては，契約の当事者双方の
帳簿をクロスチェック検査する。

このように，デンマークでは厳しい取締り体制
を確立することで，デンマーク産の有機食品に対
する消費者の高い信頼を勝ち取っている。調査に
よればデンマーク国民のうち 96％が Ø ラベルを
認知しており，他国の有機認証ラベルよりも総
じて高い信頼を寄せていることがわかっている

（Organic�Denmark〔34〕）。また，上述のように
有機認証の検査・発行を行うのはすべてデンマー
ク食料農業漁業省内の機関であり，認証に伴うコ
ストはすべて政府が負担している（18）。農家自身
への負担がないことも有機農業が広く普及してい
る理由の一つと言えるだろう。

２）政策支援
EU�では有機農業を持続的な農業に向けた方途

の一つとみなし，共通農業政策の中で有機農業の
振興策を盛り込むよう各国に奨励している。オラ
ンダとフランスを除く 25 の EU 加盟国では，共
通農業政策の第二の柱（農村振興政策）における
農業環境支払いを通じて有機農業者への支援を
行っている（Sanders�et�al.〔37〕）（19）。これらの国々
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では有機農法によって生じる追加費用または所得
損失を補償するため，有機農業への転換と有機農
地維持の二つの時期に分けて，有機農業者に対し
て面積（ha）当たりの支払いを実施している。

デンマークでは転換期間を 5 年間と定め，有機
農業者は転換から最初の 2 年目までは，各年１
ヘクタール当たり 140 ユーロ，3 年目以降 5 年目
までは各年１ヘクタール当たり 13 ユーロの支援
を受けることができる。他の加盟国では，補償金
額が農地タイプ別（例えば，耕地，草地，野菜・
ハーブ，永年性作物・果樹等）で異なるが，デン
マークは農地タイプに関係なく均一単価での支
払いを実施している（20）。さらにデンマークでは，
有機農地維持支払いに関しては，共通農業政策に
おける農業者への直接支払いのルールを定めた規
則（EC�73/2009）の第 68 条に基づき，価格市場
政策（第一の柱）における直接支払いの形で有
機農業を継続する農業者に補償を行っている（21）。
第 68 条とは，直接支払いを行う一般ルールに関
して，加盟国が「環境の保護・増進に重要な特定
の農業タイプ」や「付加的な農業環境便益をもた
らす特定の農業活動」のために特別支援条件を
作ることを認めたものである。デンマーク政府
は，この法令に基づき，農薬を使用しない農家お
よび１ヘクタール当たり 140㎏以下の窒素を施用
している農家に対して，１ヘクタール当たり 110
ユーロの支払いを行っている。つまり，この条件
を満たせば慣行農業者でも同等の支払いを受ける
ことができる。有機農業の実施はこの規則を遵守
していることが前提であるため，有機農地維持支
払いと同等の措置と言える。結果，有機農業者
は転換から 1-2 年目は合計で１ヘクタール当たり
250 ユーロ，3-5 年目は 123 ユーロ，5 年目以降は
110 ユーロの補償を受けることができる（第１
表）。2010 年に有機農家へ支払われた総額は 180
万ユーロで，これは全予算のおよそ 16％であっ

た（Sanders�et�al.〔37〕）。
その他，デンマーク政府では化学合成肥料や

農薬へ高い税率を課すことによって，有機農
業への転換を促進している。また，2007～2013
年の「デンマーク農村振興プログラム（Rural�
Development�Programme）」では，有機農業へ
の転換に重点を置き，有機転換を志す慣行農家
への普及員によるアドバイスサービスの徹底や，
有機食品市場を拡大するための消費者教育，学
校給食への有機食品の導入への支援等を行った。
関連して，2012 年 6 月より開始された「デン
マーク有機農業アクションプラン 2020（Danish�
Organic�Action�Plan�2020）」（22）では，2020 年まで
に有機栽培農地面積を現在比の二倍にする計画と
ともに，学校給食等公共の食堂で提供される食材
の 60％を有機食品（現在 15％）にすることが目
標として設定された（Danish�Ministry�of�Food,�
Agriculture�and�Fisheries〔3〕）。また，2012～
2015 年にはおよそ 300 万ユーロを有機農業に関
連した育種の研究に，さらに 2013～2016 年に
は 1500 万ユーロを有機農業研究全般に投資する
ことを政府は発表している（Danish�Ministry�of�
Finance〔4〕）。このように，単に有機農業を志す・
実践する農業者へ補助金を支払うだけではなく，
より効率的かつ生産的な有機農業を行うための研
究開発や，有機食品の消費量を増やすことで生産
を活発化させようとする活動等への支援を行い，
有機農業の総合的な普及を目指す政策が実施され
ている。

（２）デンマークの家畜排せつ物管理に関する
農業環境政策

　デンマークのように集約的な家畜生産を行って
きた国・地域では，その弊害として家畜排せつ物
に起因する地下水と地表水の硝酸汚染と富栄養化
が長年問題視されてきた。そこで，デンマークで

第１表　デンマーク有機農家への補助金支払いの内訳
転換した年からの経過年数 1-2 年目 3-5 年目 5 年目以降
有機転換 140�€/ha 13�€/ha 0�€/ha
粗放的な生産の実施 110�€/ha 110�€/ha 110�€/ha
合計 250�€/ha 123�€/ha 110�€/ha
資料：IFOAM�EU�Group〔20〕より筆者作成．
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は 1980 年代後半より窒素・リンの排出削減のた
めの国家政策を開始し，EU 圏全体でも 1991 年
に EU 硝酸指令（EU�Nitrate�Directives）（91/676/
EEC）が発令された。これを受けて，各 EU 加
盟国は，硝酸汚染や富栄養化が生じている地域ま
たはそのおそれのある地下水や地表水の集水域を
硝酸脆弱地帯に指定し，脆弱地帯内の農業者には
国が定めた行動計画を守ることを義務として課し
ている。

デンマークでは，フランスやスコットランドの
ように国内に特定の硝酸脆弱地帯を設けるので
はなく，国全体を脆弱地帯と定め，農業者が守
るべき行動計画を国内で統一して策定している

（Kronvang�et�al.〔26〕;�Mikkelsen�et�al.〔28〕）。
デンマーク国内における具体的な行動計画とは，

（a）作物要求に合わせた適正な施肥（家畜排せ
つ物＋化学合成肥料）を行うこと，（b）家畜排
せつ物の最大還元量を有機農家および養豚農家
ならば 140kg�N/ha，牛を飼養している農家なら
ば 170kg�N/ha または 230kg�N/ha にすること（23），

（c）作物の生育できない冬期の家畜排せつ物の施
用を禁止し，その間の家畜排せつ物（9ヶ月間分）
を貯留できる施設を整備すること，（d）地下水
や地表水を汚染しやすい場所（傾斜地や表流水近
傍等）に肥料やきゅう肥を施用しないこと，（e）
圃場面積に対し一定の割合で間作物の栽培を行う
こと等である。硝酸指令（91/676/EEC）や有機
農業実施規則（EC�889/2008）には，所有農地へ
の窒素施用量の上限値は有機農業・慣行農業問わ
ず 1 ヘクタール当たり 170kg と明記されている
が，デンマークの有機農家および養豚農家に対す
る上限は 140kg�N/ha である。このことから，他
国に比べ，より厳しく規則が実施されているこ
とがわかる。また，有機農家が施肥できるのは，
きゅう肥，乾燥きゅう肥，脱水家禽ふん，家禽糞
を含む家畜ふん堆肥，堆肥化きゅう肥，および
液状家畜排泄物に限られており（EC�889/2008），
デンマークでは 2015 年まで１ヘクタール当たり
最大 70㎏の窒素は慣行農場由来の上記タイプの
家畜排せつ物であっても施肥が可能である。

このような 1 ヘクタール当たりの家畜排せつ物
窒素の施用規制は，農家の家畜排せつ物管理に多
大な影響を与えている。この規制は共通農業政

策における遵守項目の一つであり，各経営体は
施肥計画の提出および年間窒素収支を Fertilizer�
Account と呼ばれる申請書を通じて報告しなけ
ればならない。この報告をもとに，毎年ランダム
に選出された農家への抜き打ち査察が実施され
る。違反が確認されれば，直接支払いにおける補
助金の減額や支払い停止等の罰則が課せられる。

Fertilizer�Account の申請は耕種パートと畜産
パートに分かれており，農地を所有し，耕作を
行っている経営者は，第一段階として，作期が
始まる前（当年度の 4 月中旬）までに所有する
農地における輪作計画および施肥設計の報告を
Danish�AgriFish�Agency へ行うことが義務づけ
られている。ガイドラインには，圃場の土壌条件
に応じた作物の窒素要求量，前年度の作付（前作）
に関連した作物開始時点での土壌中の可給態窒素
量等が定められており，経営者はこれらを参照し
て 1 年間の総窒素施肥量を計算する。

次に，飼育している家畜の品種および頭数に応
じて，1 年間に排出される家畜排せつ物に含まれ
る窒素量を計算する。家畜排せつ物窒素のうち作
物に利用される割合（利用率）は，家畜排せつ物
の形態（スラリー，堆肥，乾燥ふん）や混合物（敷
料や吸水材）の有無，施用の仕方等によって異な
るため，経営者はガイドラインに従って適格に計
算することが求められる。畜産農家はここで計算
される窒素排出量が自分の所有する圃場総面積

（有機農場ならば 140kg�N/ha）よりも大きい場
合，土地の購入または借入によって圃場面積を拡
大，もしくは余剰分の家畜排せつ物を他の農家も
しくはバイオガスプラントへ搬出しなくてはなら
ない。先行研究によれば，畜産農家の多くが借入
による農地の拡大を好む傾向にあることがわかっ
ているが，近年デンマーク国内の地代が高騰して
おり，搬入先パートナーを探すオプションを選択
する経営者が増えている（Jacobsen〔24〕）。他方，
耕種に特化し，家畜を飼育していない耕種農家に
おいても，搬入された窒素量と所有する農地面積
とのバランス（例：140kg�N/ha）を遵守する限り，
他の農家から家畜排せつ物を受け取ることができ
る。こうして，畜産農家および他の農家より家畜
排せつ物を受け取った農家は作期が済んだ同年の
10 月から翌年の 2 月までに，農場全体の窒素収
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支量を計算し Danish�AgriFish�Agency へ申請す
る。ここで，家畜排せつ物窒素施用規制に沿って
適格に施肥が行われたことが確認されれば，減額
なしに補助金の支払いが行われる。
　Fertilizer�Account では，家畜排せつ物の譲渡
を行った場合，どの農家へどれだけの家畜排せつ
物（単位は窒素量 N�kg）が搬入されたのかを受
取人のサイン付き契約書を同封して報告しなけれ
ばならない。この際，CVR と呼ばれる商業登録
番号が各農家の ID 番号として利用され，農家間
の家畜排せつ物の搬出入もこの CVR を通じて追
跡することが可能となる。デンマーク当局はこの
情報をもとに，それぞれの経営者が規制内できち
んと施肥管理を行っていたか，家畜排せつ物が正
しく分配されていたかをクロスチェックしてい
る。デンマーク国内の農家のおよそ９割以上が
Fertilizer�Account の提出義務者に該当している
ため，ほぼ国内全土にわたる農家間の取引が網羅
されていることになる。

硝酸指令の執行は，多額な対策費の支出や家畜
頭数の大幅削減等，政府や農家への経済的負担が
大きい。そのため，自国内での施行を可能な限り
遅くさせる行動をあえて行なってきた加盟国も多
い。その中で，2001 年に欧州委員会が行った遂
行状況の調査によれば，デンマークは規定された
行動を期限内に実施し，一つの違反行為もないと
高評価を得た唯一の国であった（Commission�of�
the�European�Communities〔14〕）。その背景には，
上記のような徹底した規制の実施があり，その
成果も現れている（OECD〔32〕）。Vinther�and�
Børgesen〔41〕によれば，1985 年における窒素
溶脱量はおよそ 100kg�N/ha であったが，2008 年
には 60kg�N/ha 以下にまで減少している。窒素
溶脱の削減に寄与した主な要因として，ふん尿
起源の可給態窒素割合の法的基準値を定めて１
農場当たりに施用できる家畜排せつ物量を減ら
したこと（削減要因の 60％を占める），次に作
物品種改良や作物保護，作付管理等の「技術効
果」（25％），そして化学合成肥料施用量の削減

（10％），最後に間作物の導入義務（5％）が考え
られている（Vinther�and�Børgesen〔41〕）。

デンマークと同様に集約的な畜産業を行ってき
たオランダでは，過剰家畜排せつ物による環境負

荷の大幅な削減を目指して 1998 年より MINAS
（ミネラル収支制度）を導入した。MINAS では，
各農家に農場外から投入された窒素・リンと農場
外へ産出した窒素・リンの収支の記録を義務づ
け，窒素とリンの環境中への逸失が一定水準を超
えた農場は課徴金を支払わなければならない。し
かしながら，EU は MINAS だけでは硝酸塩指令
の目的を果たすのは不十分であるとの見解を下
し，オランダ政府は 2002 年より家畜ふん尿起源
の窒素施用量基準の上限値を設け，農場内で施用
しきれない家畜ふん尿を抱える農家は，他の農場
へ搬出する，あるいは近隣他国へ輸出する等の契
約を事前に結ぶことを義務づける「家畜ふん尿処
理契約制度」を追加導入した（西澤〔48〕）。この
ような制度はデンマークでは硝酸塩指令が発令さ
れた 1991 年からすでに盛り込まれており（家畜
排せつ物受け取り農家のサイン付き契約書の提出
が義務づけられたのは 1998 年），つまりデンマー
ク農家は過去 20 年以上に渡って家畜排せつ物に
関する農業環境規制への対応策の一つとしてパー
トナーシップを結んできたことを意味する。

また，パートナーシップの構築に対して政府は
助成金を支給する等の特別な支援は行っておら
ず，あくまで規制に対する農家同士の自主的な協
働行動として捉えられることも興味深い。さら
に EU では，有機農業においても家畜排せつ物の
農地への施用量に上限を設定しており，これは環
境保全を図る有機農業を担保する上でも画期的と
言える（西尾〔45〕）。なぜなら有機農業は環境保
全効果が高いというイメージが先行しがちであ
るが，実際には過剰な堆肥を施用して環境汚染
を引き起こす可能性もあり得るからである（西
尾〔45〕）。特に慣行酪農のみならず有機酪農でも
大規模な経営が多いデンマークでは，重要な役割
を果たしていると考えられる。それでは，このよ
うな家畜排せつ物管理に関する規制の実施が実際
どのように農家同士の協働行動に影響を与えてい
るのか，有機農家間の取組に焦点を当て探ってい
く。
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３．有機農家による家畜排せつ物の取引を
介したパートナーシップの現状把握

（１）ユトランド半島西部とシェラン島におけ
る有機農家の取引参加状況

　まず本節では，どのようなタイプの農家がどれ
くらい取引に参加しているのかを明らかにする。
そこで，農家が施肥管理に関して毎年申請を行っ
ている Fertilizer�Account のデータベースを用い
て分析を行う。

本分析では 2009 年度の Fertilizer�Account を
用いた。最初に Fertilizer�Account に登録され
ている全国の農家を 19 の農家タイプに分類し
た（第２表）。分類作業は各農家の家畜種と頭
数，作物種と土地面積，有機農業実施の有無，経
営タイプ（専業，兼業，ホビー）という項目に
基づいて行った。以上の分類項目の選定には，
デンマーク全国の農家分類を行った Kristensen�
and�Kristensen〔25〕を参照した（24）。Fertilizer�
Account だけでは得られない情報を補うため，
畜産管理情報に関しては Central�Husbandry�
Register（CHR）（25）， 土 地 利 用 に 関 し て は
General�Agricultural�Register（GAR）（26） と 呼

ばれる農家の申請データを統合して用いた。有機
農業の実施の有無は，Danish�AgriFish�Agency
が公表している有機認証を受けている全農家のリ
ストを参照した。また，経営タイプは，各農家の
飼育する家畜の種類と頭数，また保有する農地で
栽培する作物種と総圃場面積から農業活動に費や
した年間の労働時間を計算したもので，総合労
働時間が 832 時間以上を専業農家，220 時間以上
832 時間未満を兼業農家，220 時間未満をホビー
農家とした（詳しくは，Anonymous〔1〕を参照）。
2009 年に Fertilizer�Account で申請を行った農家
はデンマーク全体で合計 45,556 戸（27）であり，こ
のうち CHR および GAR と統合して 19 タイプの
いずれかに分類できたのは合計 39,038 戸だった。
これは Fertilizer�Account 申請農家合計の 86％に
相当する。

ま た， こ れ ら の 39,038 農 家 を Fertilizer�
Account に記載された家畜排せつ物の搬出およ
び受け取り状況に応じて四つの取引タイプに分類
した。本分析では，家畜排せつ物を他の農家へ引
き渡している農家を「搬出農家」，逆に受け取っ
ている農家を「搬入農家」と分類した。また，自
身の農場の家畜排せつ物を搬出している一方で，

第２表　農家タイプの分類項目
番号 有機 / 慣行 経営タイプ 主要農業
1

有機

ホビー すべて
2 専業 酪農
3 兼業 耕種
4 専業 耕種
5 専業と兼業 その他（養豚など）
6

慣行

ホビー すべて
7

兼業
耕種

8 肉牛
9 その他
10

専業

養鶏
11 特殊耕種（馬鈴薯，甜菜，種子など）
12 耕種
13 小規模酪農（1.7�LU/ha 以下）
14 中規模酪農（1.7�LU/ha 以上 2.3�LU/ha 未満）
15 大規模酪農（2.3�LU/ha 以上）
16 小規模養豚（1.4�LU/ha 以下）
17 大規模養豚（1.4�LU/ha 以上）
18 肉牛
19 その他（上記以外の畜産）

資料：筆者作成．
注．�デンマークの家畜単位（Livestock�Unit:�LU）は，家畜排せつ物に含まれる窒素量で換算する．１家畜単位は家

畜ふん尿窒素 100㎏に相当し，ふん尿窒素 100㎏を一年間に排出する家畜頭数を１家畜単位と見なす．よって，1.7�
LU は 170N�kg を意味する．例えば，１家畜単位は乳牛 0.75 頭分に相当する．

－ 9－



農林水産政策研究　第 24 号（2015.3）

－10－

　農林水産政策研究　早期公開　2015. 1

他農家からの受け取りも行っている農家も確認さ
れたため，これらを「搬出入農家」とした。最後
に家畜排せつ物を介した取引に参加していない農
家を「非取引農家」と分類した。
　本稿では，地域間における取引構造の差異を検
証することを目的の一つとしたため，分類された
39,038 農家のうち，ユトランド半島西部とシェラ
ン島での 2 地域で農業を経営している農家のみを
抽出した。デンマークの国土は，農業特性に関し
て大きく二つに分けることができる（第２図）。
まず，シェラン島やフュン島の島嶼部では，肥沃
な土壌に恵まれているため耕種農業が活発に行わ
れている。他方，砂質土の土地が広がるユトラン
ド半島では，牧草地を中心とした酪農業および養

豚業が集積している。本分析では，特に農業特性
の相違が顕著なシェラン島とユトランド半島西部
の２地域に着目した。ユトランド半島西部の総
農家戸数は 9,479 戸で，このうち有機農家は 771
戸（全戸数の８％）であった。一方，シェラン
島の総農家戸数は 8,103 戸であり，この中から合
計 348 戸（全戸数の約４％）の有機農家が確認
された。

まず，有機農業を営んでいる農家の農家タイプ
別シェアを比較したところ，ここでも地域差が確
認された（第３表）。ユトランド半島西部では，
有機酪農家数が有機農家全体の 30％を占めるの
に対し，シェラン島では７％に満たない。他方，
耕種農家（兼業＋専業）の割合を見ると，ユトラ

第２図　デンマークの全体図と調査対象地域のユトランド半島西部とシェラン島
資料：筆者作成．

－ 10 －
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ンド半島西部ではおよそ 45％，シェラン島では
より高い 60％になっている。このシェラン島の
有機耕種農家の半数は専業農家であり，大規模な
有機耕種を行っている農家の割合が比較的高いこ
とを示している。

次に，家畜排せつ物の取引タイプに注目する
と，まず両地域ともに最もシェアが高いのは搬入
農家であった。つまり多くの有機耕種農家が，他
の農家から家畜排せつ物を受け取っていることが
わかる。ユトランド半島西部では，次いで搬出入
農家が全体の 22％を占めており，自身の農場で
排出された家畜排せつ物を他の農家に搬出しつ
つ，別の農家から搬入も行っていることがわかっ
た。このうち 119 戸が有機酪農家であった。Asai�
et�al.〔8〕によれば，このような搬出入農家に分
類される農家の多くが非常に大規模な農場を営ん
でいる（28）。一方，シェラン島においては半数近
い有機農家がそもそも取引に参加していないこ
とがわかった。ユトランド半島西部では，逆に
85％近い有機農家が取引に参加していることを考
えると，顕著な地域差が観察された。

（２）社会ネットワーク分析を用いた家畜排せ
つ物の搬出入の可視化

　前節では，どのタイプの有機農家がどれくらい
取引に参加しているのかを明らかにした。本節で

は，どのタイプの農家間で取引が頻繁に行われて
いるのかについて分析していく。

前述のように Fertilizer�Account のデータベー
スを参照すれば，どの農家からどの農家へ家畜排
せつ物が搬入されたのかを追跡することが可能で
ある。この家畜排せつ物の取引をネットワークと
みなし，社会ネットワーク分析（Social�Network�
Analysis）を用いて，異なる農家タイプ間の取引
状況の可視化を試みた。分析には UCINET6 の
NetDrew を用いた（Borgatti�et�al.〔12〕）。社会
ネットワーク分析とは，「複数」の人や団体が，
情報交換や物質循環等の何らかの行為によって相
互に「つながっている関係」に着目し，それをネッ
トワークと捉え，点（行為者の数）と線（行為者
相互の関係）によるグラフ（graph）で表現する
ものである（29）。よってグラフでは，それぞれの
点が備える属性に関しての詳細な情報は排除し，
どれだけの行為者がいて，その関係のパターンが
どうかということを示す。

本分析では個々の農業者同士における家畜排せ
つ物の搬出入を介した「つながり」ではなく，ど
の農家タイプ間でもっとも頻繁に取引が行われて
いるのかを明らかにすることに重点を置いた。そ
のため，例えば有機酪農家（第２表の農家タイ
プ２）がどの農家タイプへ搬出しているのかと
いう点に注目し，ネットワーク情報は農家タイプ

第３表　有機農家の農家タイプ別戸数と家畜排せつ物の取引タイプ別戸数
ユトランド半島西部
番号 農家タイプ 搬出農家 搬入農家 搬出入農家 非取引農家 総数 シェア（％）
1 有機ホビー 1 21 0 25 47 6.1
2 有機酪農 51 46 119 22 238 30.9
3 有機耕種　兼業 0 147 1 30 178 23.1
4 有機耕種　専業 1 146 11 10 168 21.8
5 有機その他 21 48 38 33 140 18.1

総数 74 408 169 120 771
シェア（％） 9.6 52.9 21.9 15.6

シェラン島
番号 農家タイプ 搬出農家 搬入農家 搬出入農家 非取引農家 総数 シェア（％）
1 有機ホビー 2 6 0 26 34 9.8
2 有機酪農 8 2 8 5 23 6.6
3 有機耕種　兼業 0 51 0 50 101 29.0
4 有機耕種　専業 3 65 9 28 105 30.2
5 有機その他 11 16 5 53 85 24.4

総数 24 140 22 162 348
シェア（％） 6.9 40.2 6.3 46.6

資料：筆者作成．
注．農家タイプの詳細は第２表を参照．
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レベルで集約化した。また，社会ネットワーク分
析を行うに当たり，家畜排せつ物の取引に参加し
ているユトランド半島西部およびシェラン島在住
のすべての有機農家（第３表の搬出農家 ,�搬入農
家 ,�搬出入農家）に焦点をあて，彼らと取引をし
ている慣行農家のみを抽出して分析に取り込ん
だ。第４表は，2009 年に有機農家および彼らと
取引を行っていた慣行農家の農家タイプ別の農家
戸数を示したものである。また，ユトランド半島
西部およびシェラン島で有機農業を営んでいる農
家の取引先は，必ずしも同地域内で農業を営んで
いるとは限らないが（例えば，地域境界線の近く
に住んでいる場合等），そのような農家も本分析
には含まれている。

第３図は，ユトランド半島西部とシェラン島
における有機農家を中心とした農家タイプ別の取
引（ネットワーク）構造を示したものである（30）。
ネットワーク図における各点は農家タイプを，線
は家畜排せつ物を介した取引を示し，搬入方向を
矢印として表現した。各点の大きさは，各農家タ
イプにおける農家の戸数（第４表）に対応して
いる。また，矢印の大きさと線の太さは，取引数
のウェイトを示しており，太い線ほど 2009 年度
に異なる二つの農家タイプ間において取引（パー

トナーシップ）数が多かったことを意味する。社
会ネットワーク分析においては，このように各点
に接続している線の数を次数といい，関係の方向
性がある有向グラフでは，入次数（indegree）と
出次数（outdegree）に区別される。特定の点 A
から他の点へ向かう関係（グラフにおいては点
A からその他の点に向かう矢印）の総数を，点
A の出次数という。逆に，特定の点 A に向かっ
てネットワーク内の他のすべての点から来る関係

（矢印）の総数を，点 A の入次数という。第５表
は，両地域における農家タイプ別の入次数・出次
数を示したものである。具体的な農家タイプ間の
取引数は付表 1 と付表 2 に示した。

グラフの可視化を容易にするため，全体の取引
総数に対して１％以下の取引数である農家タイ
プ間のリンクはグラフから除外した。それらの農
家タイプは線を持たない形で第３図の左端に羅
列している。また点の配置については，spring-
embedded�レイアウト手法を用いた（Borgatti�et�
al.〔12〕）。この手法では，点の配置は他の点との
線の数によって決定されるため，理論的にはネッ
トワーク図の中心に位置する点は他のすべての点
とリンクを持っていることを示す。つまり，本分
析においては，グラフの中心に近い農家タイプほ

第４表　有機農家と家畜排せつ物の取引を行っていた農家の農家タイプ別戸数（2009 年）
番号 農家タイプ ユトランド半島西部 シェラン島
1 有機ホビー 22 8
2 有機酪農 216 18
3 有機耕種　兼業 148 51
4 有機耕種　専業 158 78
5 有機その他 108 32
6 ホビー 8 5
7 兼業　耕種　 22 4
8 兼業　肉牛　 7 0
9 兼業　その他　 10 6
10 養鶏 10 3
11 特殊耕種 3 2
12 耕種 31 26
13 小規模酪農 18 1
14 中規模酪農 49 6
15 大規模酪農 28 3
16 小規模養豚 39 21
17 大規模養豚 184 47
18 肉牛 23 6
19 その他畜産 55 7

合計 1132 299
資料：筆者作成．
注．農家タイプの詳細は第２表を参照．
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第３図　�ユトランド半島西部（a）とシェラン島（b）の有機農家の

家畜排せつ物を介した取引ネットワーク
資料：筆者作成．
注．ネットワーク図中の番号は農家タイプの番号（第２表）に対応．

第５表　家畜排せつ物を介した取引ネットワークにおける入・出次数
番号 農家タイプ ユトランド半島西部 シェラン島

入次数 出次数 入次数 出次数
1 有機ホビー 39 2 6 4
2 有機酪農 219 580 11 58
3 有機耕種　兼業 295 2 61 0
4 有機耕種　専業 468 19 140 14
5 有機その他 141 111 20 32
6 ホビー 2 6 0 5
7 兼業　耕種　 21 1 4 0
8 兼業　肉牛　 1 6 0 0
9 兼業　その他　 1 9 0 6
10 養鶏 0 13 0 4
11 特殊耕種 3 0 1 1
12 耕種 24 10 15 15
13 小規模酪農 5 13 0 1
14 中規模酪農 0 54 0 7
15 大規模酪農 0 31 0 3
16 小規模養豚 4 42 0 31
17 大規模養豚 3 263 0 63
18 肉牛 5 18 0 6
19 その他畜産 5 56 1 9

資料：筆者作成．
注．農家タイプの詳細は第２表を参照．
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ど他の多様な農家タイプと取引を行っていたこと
を示している。

第３図（a）より，ユトランド半島西部では，
有機酪農家がネットワークの中心部に位置してい
ることがわかる。つまり，同地域内では，有機酪
農家が最も多様なタイプの農家と取引していたと
理解できるが，矢印の方向が示すように，家畜排
せつ物の搬出と搬入の両方を行っていたこともわ
かる。搬出先としては有機耕種農家（専業・兼業）
が最も多い。また，有機酪農家の出次数は 580 も
あり，これを搬出農家および搬出入農家の総数
170（第３表）で割ったところ，１戸当たり平均 3.4
戸の受け取りパートナーがいることがわかった。
グラフが示すように，搬出先のほとんどが有機農
家であり，有機飼育牛の排せつ物の需要の高さを
示している。加えて，有機酪農家は自分の農場の
家畜排せつ物を搬出するばかりではなく，１戸
当たり平均 1.3 戸のパートナーから逆に搬入もし
ていることがわかった。主な供給源は慣行養豚場
で，家畜排せつ物をもらい受けている有機酪農家
165 戸に対して，大規模養豚農家からの搬入総数
は 108 であった（付表１）。なお，この大規模養
豚農家は，有機耕種農家にとっても重要な供給源
となっていた。第５表が示すように，全体で見
ると有機農家と大規模養豚農家との間では 263 も
の取引が行われていた。

他方，シェラン島においては，有機耕種専業農
家がネットワークの中心部により近く位置してお
り，多様な農家タイプから家畜排せつ物の供給を
受けていたことがわかる。この入次数は 140 なの
で，１戸当たり平均 2.3 戸のパートナーから作物
養分の供給を受けていたことになる。その多くが
慣行小規模・大規模養豚農家であるが，グラフが
示すように実に多様なタイプの農家より家畜排せ
つ物を受け取っている。また，シェラン島でも有
機酪農家は有機耕種農家にとって貴重な養分供給
源であることがわかった。シェラン島で有機飼育
された牛の排せつ物を搬出しているのは 16 戸で
あるが，これに対して出次数は 58 であった。つ
まり，搬出を行っている有機酪農家は平均 3.6 戸
の（主に有機耕種）農家とパートナーシップを組
んでいたことを示す。

（３）考察
デンマークでは，全国統一の農業環境政策が実

施されているが，本分析により，同じ規制下に
あっても地域特性に応じて取引参加や取引先が大
きく異なることが明らかになった。

耕種農業に適しているシェラン島においては，
そもそも畜産を主体として営農している農場自体
が少なく，家畜排せつ物を提供してくれる農家へ
のアクセスも相対的に低い。よって，ホビーや兼
業耕種等に分類された比較的規模の小さい有機農
家では自家農場内での複合農業または緑肥等によ
り作物養分をまかなっていることが予想され，こ
のことがシェラン島の有機農家の半数が取引に参
加していない理由であると考えられる。また，有
機飼育された牛の排せつ物が貴重であることは，
シェラン島における有機酪農家の一戸当たりの搬
出パートナーシップ数の値が高いことからも解釈
できる。さらに，大規模な有機耕種（専業）農家
は不足する作物養分を補填するために，70kg�N/
ha まで慣行農場由来の家畜排せつ物でも施肥で
きるというルールを利用し，多様な慣行畜産農家
から受け入れを行っていることがわかった。グラ
フにおいて，有機耕種専業農家（農家タイプ４）
が取引した農家タイプの総数は 12 タイプであり，
ユトランド半島西部の有機耕種専業農家の５タ
イプと比べても実に多様な農家から受け取ってい
ることがわかる（第３図（a）（b））。このように
多様な農家からの作物養分に依存していること自
体，シェラン島では畜産農家（特に余剰家畜排せ
つ物が発生するような大規模な農家）へのアクセ
スが低いことを反映している。
　一方，有機酪農を含めた畜産業が集積している
ユトランド半島西部においては，８割以上の有
機農家が取引に参加し，シェラン島とは全く異な
る状況で取引が行われていることがわかった。同
地域では，有機酪農家を中心に取引が行われてお
り，専業，兼業問わず有機耕種農家にとって重要
な作物養分の供給源となっている。加えて，この
ような自家農場の牛排せつ物を他農家へ提供して
いる有機酪農家の多くは，大規模な慣行養豚農家
から豚のスラリーを受け取っていることも明らか
になった。この事象の解釈としては，有機堆肥と
して価値のある自家農場の牛排せつ物は可能な限
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り他の有機耕種農家へ販売し，自分の農地には規
制許容レベルまで慣行由来の家畜排せつ物で補填
していると考えられる。畜産業の集積率が高いユ
トランド半島では，余剰家畜排せつ物を他農家へ
分配したがる慣行畜産農家は多い。よって，有機
酪農家が有機耕種農家へ有機堆肥を売買すること
で利益を得た上で，不足分を近隣の大規模養豚農
家からの無料堆肥で補うということは十分に考え
られる。
　以上のように，有機農家の大規模化・特化，そ
れに伴う家畜排せつ物利用の法規制によって，有
機酪農に由来する家畜排せつ物の価値が上がり，
結果として有機耕種農家の作物養分需要を動機と
する取引が大規模に行われていることがわかっ
た。また，畜産業がより集積している地域におい
ては，その有機堆肥の高価値化に付随して，有機
酪農家も慣行養豚農家とのパートナーシップを構
築していることも明らかになった。では，有機農
家同士（有機酪農家と有機耕種農家）では実際に
どのような取引が行われているのだろうか。有機
酪農家のアンケート調査結果を用いて明らかにし
ていく。

４．有機農家同士の家畜排せつ物を介した
パートナーシップの分析

（１）アンケート調査の概要
慣行畜産由来の作物養分の施用上限値を年々減

じていくという政策方針に対して，有機農家同士
の家畜排せつ物を介したパートナーシップは今後
益々重要になっていく。そこで，取引が活発に行
われているユトランド半島西部の有機酪農家を対
象に，彼らが牛の排せつ物を搬出している有機農
家パートナーと，実際どのように取引を実施・維
持しているのかを明らかにしていく。本分析で
は，有機農家同士の取組への理解をより深めるた
め，同地域の慣行酪農家へも同様のアンケート調
査を行い，有機農家同士および慣行農家同士の取
引を比較した。なお，慣行酪農家が取引を行う際
の主なインセンティブは，家畜排せつ物窒素施用
規制に従って余剰排出された牛排せつ物を他農家
へ分配するためであると理解する。また，慣行
酪農家は１ヘクタール当たり最高 170kg（申請を

行ってより厳格な規制に従えば最高 230㎏まで可
能）の窒素を施用することができるため，有機酪
農家はより厳しい条件で家畜排せつ物の管理を
行っている。

調査対象の有機酪農家および慣行酪農家（31）

は，2009 年から 2011 年の間に他の農家へ牛の
家畜排せつ物を搬出していた農業経営者を対象
に選んだ。搬出記録は，同期間中に申請された
Fertilizer�Account を参照した。ユトランド半島
西部では，合計 238 戸の有機酪農家と 1,478 戸の
慣行酪農家が確認され，このうち 133 戸の有機酪
農家，514 戸の慣行酪農家が 2009 年から 2011 年
の間に家畜排せつ物を搬出していた。そこで合計
338 戸（有機酪農家全 133 戸とランダムに抽出し
た慣行酪農家 205 戸）を対象に，アンケート調査
への参加を依頼した。

アンケート調査の実施は 2012 年 12 月上旬にサ
ンプル農家 338 戸へオンライン調査への参加招待
状を郵送して開始した。その 10 日後にはポスト
カードを送付して調査への参加を促し，さらに
２週間後の 2013 年 1 月には，オンライン調査の
未完者に対して印刷された調査用紙を郵送した。
結果，133 戸（58 戸の有機農家および 75 戸の慣
行農家）から回答を得た。回答率は 39％であっ
た。本分析では，有機酪農家と有機耕種農家，慣
行酪農家と慣行耕種農家との間で結ばれたパート
ナーシップのみに注目したため，慣行耕種へ搬出
していた 3 戸の有機酪農家と，有機耕種への搬出
を行っていた 7 戸の慣行酪農家の回答は以降の分
析から排除した。最終的に有機農家同士 55 組お
よび慣行農家同士 68 組の家畜排せつ物を介した
現行パートナーシップに関する情報を得た。

アンケート調査では，2012 年に「最も多量の
牛排せつ物を搬出したパートナー（第一パート
ナー）（32）」との取引内容に限定して尋ねた。質
問項目は，�パートナーとの社会関係性や継続期
間，パートナー同士のコミュニケーション頻度と
いった社会的な要素と，家畜排せつ物輸送の最長
距離（33），輸送や散布にかかわる費用および役割
分担，牛排せつ物への金銭支払いの有無について
の経済的な要素の二つのパートに分かれており，
回答者には質問ごとに用意された回答項目の中か
ら最も当てはまる答えを一つ選ぶよう依頼した。
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詳しい質問内容は第６表に示してある。質問内
容および回答項目の作成に際しては，地域普及セ
ンターに勤務する５人の普及員にアドバイスを
求め，本調査を開始する前には複数の予備農家へ
テストを行った。

（２）有機農家同士と慣行農家同士の取引の内
容

第６表は，有機農家同士 55 組および慣行農家
同士 68 組の取引内容に関する各質問項目の回答
頻度を示したものである。有機と慣行の取引にお
いて回答項目の選択頻度に独立性があるかを調べ
るため，カイ２乗検定を行った。

結果より，コミュニケーション頻度を除いて，
有機と慣行の取引の内容にはそれぞれ有意な独立
性が観察された。まず，慣行農家同士のパート
ナーシップでは，全体の半数以上が隣人同士で取
引を行っていたのに対し，有機農家同士の取引に

おいてはパートナー間でより多様な社会関係性が
観察された。このようなパートナー間の社会関係
性は牛排せつ物の輸送距離とも相関関係が見ら
れた（第４図）。およそ 70％の慣行農家同士の取
引は，最長５km 以内で行われており，隣人間で
の取引が最も多く観察されたこととも一致してい
る。一方，有機酪農家の 45％が５km 以上離れた
相手と取引を行っており，さらに全体の 18％は
10km 以上と答えている。これは，全体の 40％近
くの有機農業における取引が，もともと農業活動
外で知り合った農家同士の間で構築されているこ
とや，その他の 10％では農業組合等を通じて知
り合った相手と取引をしていることに関連してい
ると考えられる。

経済的な側面に目を向けると，慣行農家同士の
取引では，多くの（全体の 84％）慣行酪農家が
無料で牛の家畜排せつ物を譲渡しているのに対
し，有機農家同士の取引では，受取手である有機

第６表　有機農家同士，慣行農家同士の牛排せつ物を介した取引の内容（％）とその比較
　 有機農家同士 慣行農家同士 有意　
パートナーとの社会関係性 *

隣人 27.3 52.9
家族・親類 7.3 7.4
農業組合等で知り合う 10.9 1.5
農業活動外で知り合う 36.4 19.1
その他（上記以外） 1.8 2.9
他の人の紹介（取引前はお互い無知） 16.3 16.2

パートナー間のコミュニケーション頻度
交流無し・年に一度 7.3 11.8
年に 2～5 回 58.2 52.9
月に 1 度 23.6 26.5
週 1 から毎日 10.9 8.8

パートナーシップ継続期間 *
5 年以下 25.5 41.1
5～10 年 41.8 47.1
10～15 年 23.6 11.8
15 年以上 9.1 0.0

牛排せつ物の最長輸送距離 *
1�km 以下 9.1 17.6
1�km�–�5�km 45.4 51.6
5�km�–�10�km 27.3 27.9
10km�以上 18.2 2.9

牛排せつ物への支払いの有無 *
支払い有 36.4 16.2
支払い無 63.6 83.8

費用（輸送および散布）分担 ***
譲渡側負担 9.1 36.8
受取り側負担 72.7 25.0
シェア 18.2 38.2 　

資料：筆者作成．
注．カイ 2 乗検定 :�* は P<0.05，** は P<0.01，*** は P<0.001 を示す．無印は有意に独立性が見られなかったことを示す．
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耕種農家が牛排せつ物に対して金銭を支払う割合
（全体の 36％）が高いことがわかった。また，費
用分担になるとその違いはより顕著に観察され，
有機農家同士の取引においては，全体の７割以
上の取引で有機耕種農家が負担していることが明
らかになった。

この他，有機農家同士の取引の継続期間は全体
的に慣行農家同士の取引より長期傾向にあった。
全慣行パートナーシップの４割以上が５年以下
であったのに対し，有機では５年以上継続して
取引をしているパートナーの割合が高く，１割
近い取引においては 15 年以上も継続されていた。

（３）考察
有機農家同士の取引と慣行農家同士の取引が実

際どのように行われているのかを比較したとこ
ろ，取り決めやその機能において違いがあること
がわかった。第一の理由としては，有機耕種農家
の有機堆肥に対する需要を動機とする取引が多い
ことが考えられる。その根拠として，牛排せつ物
へ金銭支払いを行う有機耕種農家が多いこと，そ
して有機耕種農家の多くが輸送や施肥に係る費用
を負担していること等が挙げられる。特に，ユト
ランド半島のように家畜の飼養密度が高い地域で
は，家畜排せつ物の排出が飽和状態になってしま

い，中には搬出する慣行畜産農家がもらい手に料
金を支払う場合もある。このことからも，有機農
家同士の取引が際立って慣行農家同士の取引と異
なることが理解できる。

また，慣行農家間の取引においては余剰家畜排
せつ物を分配することが第一動機であると仮定す
れば，本分析でも明らかになったように，できる
だけ近い隣人と取引をすることで輸送費用を最小
限にとどめようという行動も理解できる。Araji�
et�al.〔6〕や Paudel�et�al.〔36〕の家畜排せつ物
利用の経済性を分析した先行研究によれば，家畜
排せつ物が化学合成肥料の代替として広く利用さ
れるかどうかは，畜舎から耕作地への距離とその
輸送費用に大きく依存することがわかっている。
ところが，有機農家間の取引においては長距離に
およぶ輸送が高い頻度で確認され，輸送費用が増
しても有機農場から作物養分を受給する必要があ
るという受け手の需要の高さが示された。特に距
離が長いほど，もらい手側が費用を負担する場合
が多く（Asai�et�al.〔8〕），このことからも，同
じ地域内においても有機農場由来と慣行農場由来
の牛排せつ物とでは全く価値が異なることがわか
る。また，近隣に有機酪農を経営している農家が
いない場合には，農業組合の活動や農業活動外で
知り合った農家等，既存の社会ネットワークを通

第４図　パートナー同士の社会関係性と牛排せつ物の最長輸送距離との相関関係
資料：筆者作成．
注．�ユトランド半島西部における有機農家同士および慣行農家同士の取引内容（総数＝ 123）より作成．有機お

よび慣行取引において，その傾向に差異は見られなかったため統合した．
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じて作物養分を供給してくれるパートナーを探す
必要があり，これが有機農業者パートナーシップ
における社会関係性が慣行のものよりも多様で
あった理由の一つと考えられる。

継続期間が有意に異なっていたことに関しては
次のような解釈が可能である。まず，慣行農家同
士の取引における受け取り手（慣行耕種）は，分
析結果からも明らかなように，その多くが無料で
作物養分となる家畜排せつ物を手に入れることが
できる。しかしながら，これらの耕種農家のすべ
てが必ずしも家畜排せつ物を好んで引き取ってい
るわけではなく，作物収量への効果が高く，臭い
も少ない化学合成肥料の利用をより好む耕種農家
も多い（34）。このように化学合成肥料を使用でき
る慣行農家同士の取引においては，超過的に排出
される家畜排せつ物を分配せねばならない慣行畜
産農家は，取引の合意形成において弱い立場にあ
り，家畜排せつ物の受け取りの決定権は耕種農家
側にある。このような場合，毎年家畜排せつ物を
受け入れるかどうかの意思決定は，例えば化学合
成肥料の市場価格等の外部因子に影響されやす
く（35），パートナーシップの継続期間にも影響を
与えると考えられる。それに対して，有機認証を
受けた畜産農場からの家畜排せつ物を必ず一定量
施用しなくてはならない有機耕種農家は，化学合
成肥料の市場価格変動等に関係なく継続的に有機
堆肥を提供してくれるパートナーを嗜好すると考
えられ，これが有機農家間において長期継続的な
パートナーシップがより多く観察された理由の一
つと説明できる。

５．おわりに

施肥や農薬散布に伴う水質汚染や生物多様性の
減少，資源の枯渇，遺伝子組換え作物等による食
の安全性への危惧等，食料生産に関する様々な課
題を抱える現代において，有機農業に対する関
心・注目は益々高まっている。デンマークではい
ち早く政策支援を行い，有機農業の普及を生産レ
ベル，市場レベルにおいて促進してきた。その一
方で，有機農家の大規模化および生産品の特化が
顕著に進み，酪農家においては家畜排せつ物の過
剰排出，耕種農家においては作物養分の不足と

いった別の問題を生み出すこととなった。そこで
本稿では，解決策の一つとして有機農家同士の家
畜排せつ物を介したパートナーシップに注目し，
現行取引に関する理解を深めることを目的とし
た。

分析結果より，大多数の有機農家が取引に参加
していることが明らかになり，特に，（a）地域
間でその取組に違いがあり，（b）有機農家同士
だけではなく慣行養豚農家からの搬入も多数行わ
れていることがわかった。ここでは，本分析より
得られた知見を踏まえて，デンマーク政府が今後
の目標として掲げている（a）有機栽培農地面積
を 2020 年までに現在値から倍増し，（b）有機農
業の実施においては慣行農場由来の家畜排せつ物
の施用から 100％独立する上で重要となりうる政
策的取組について考察していく。

まず，土壌条件が作物栽培に適しているシェラ
ン島では耕地面積が広く，ポテンシャルとして有
機栽培に転換できる農地は多い。しかし，有機酪
農家戸数が少ないことから，有機農業へ転換後
の作物養分をいかに確保するかが重要な鍵とな
る。Jørgensen�and�Kristensen〔5〕が提案して
いるように，より効率的な養分循環をまず確立す
るためにも，作付体系の改善や緑肥利用に関する
研究開発が重要である。それに加えて，そもそも
代替となりうる供給源を見つけることも急務であ
る。例えば，現在，バイオガスプラントからの処
理済みの廃液（消化液）を有機農業において活
用しようとする動きが強まっている（Oelofse�et�
al.〔33〕）。このような自然循環プロセス外から排
出されたものを直接的に利用することが有機農業
の共通概念に反しないのかどうか，それを有機生
産者と消費者がどのように捉えるのかが現在議論
されている（36）。今後，どのように法規制が定め
られていくのかに注目が集まる。

シェラン島に比べて多数の有機酪農が集積して
いるユトランド半島においては，有機酪農家と有
機耕種農家との取引は今後も継続的に行われてい
くことが予想される。しかしながら，慣行養豚農
家からの家畜排せつ物の搬入が禁止された場合，
今まで他の有機耕種農家へ有機堆肥を搬出しつつ
慣行堆肥を搬入していた「搬出入」有機酪農家も
自身の農場へ有機堆肥を還元する必要性が増し，
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有機飼養された牛の排せつ物の価値が益々上がる
ことが予想される。その場合，例えば，現在では
３割強の有機農家同士の取引で家畜排せつ物に
対する金銭支払いが行われていたが，慣行堆肥の
使用可能量が厳しくなるにつれて，支払いを介し
た取引がより増加するとも予想される。また有機
家畜排せつ物獲得への有機耕種農家間での競争が
高まれば，より遠方の有機畜産農家を目指して提
供先を探し求めることになり，輸送距離そのもの
が長くなる可能性も考えられる。

一方，「誰」とパートナーシップを組み，「どの
ように」取引を行うかは，単に家畜排せつ物の輸
送距離や施肥にかかる費用，家畜排せつ物への支
払いの有無等，経済的な要素にかかわる因子だけ
ではなく，パートナー同士の信頼関係等の非経済
的な要素も取引内容に影響を及ぼす重要な因子と
言える。このような事象は，農業機械の共同購
入・利用（例えば Sutherland�and�Burton〔40〕），
新規就農者と離農者とのマッチング（例えば
Ingram�and�Kirwan〔21〕），生物多様性・生態系
サービスの保全活動（例えば Emery�and�Franks

〔16〕;�Mills�et�al.〔27〕）等，農家同士の協同行動
における成功要因を定性的に明らかにした先行研
究からも明らかになっている。

また，Asai�and�Langer〔10〕は，ユトランド
半島北部および西部の有機酪農家へのアンケート
調査から得られた取引内容に関するデータを用
いてクラスター分析を行い，95 組の取引を５グ
ループに分類した。これらのグループには，有機
家畜排せつ物の需要を主な動機とする機械的な取
引グループ（パートナー間でのコミュニケーショ
ンはほとんど無く，継続期間は総じて短く，輸送
距離は長く，費用は受け取り側が負担）だけでは
なく，親戚同士や農業活動外からの知り合い同士
で構築された，コミュニケーションが頻繁で長期
に渡って継続されている取引グループや，農業組
合を通じて知り合ったパートナーとの長期継続的
な取引グループ等も含まれた。つまり，一様に家
畜排せつ物を介した取引といっても，取引内容や
継続期間において多様な取組が観察され，その背
景にはパートナー同士の社会関係性等，農村コ
ミュニティ内での農家同士のつながりも大きな
影響を与えていることが考えられる（Asai�and�

Langer〔10〕）。
今後，新規有機農業転換者の増加や慣行家畜排

せつ物の施肥禁止に伴い，取引以前はお互いを認
識していなかった農家同士の交流も増加すること
が予想される。耕種農家にとって，受け取る家畜
排せつ物の質（窒素，リン酸，カリウムの含有量
等）や量に関して正確な情報を受け取ることは，
信頼関係を構築する上で重要な鍵となる。一方，
搬出する側は，長期に渡って取引を望めること
や契約内容を変更する際の迅速な情報交換等が，
パートナーシップを行う上で重要な要素と捉えて
いる（Asai�et�al.〔9〕）。よって，新しく（特にお
互いを認知していなかった農家同士が）取引を構
築する際には，例えば，地域の普及員等が農家同
士の橋渡しとして，情報交換の援助や情報の信憑
性を保証する等，今後ソフト面から有機農家同士
の取引を促進していくことも重要である。

前述のように，現在デンマークでは全国統一の
規制が全有機農業者に対して実施されている。し
かしながら，本分析の結果より，畜産業が集積し
ているユトランド半島西部と耕種農業が活発に行
われるシェラン島とでは，家畜排せつ物を介した
パートナーシップ参加数や取引先が大きく異なっ
ていることが観察された。よって，例えば，シェ
ラン島のように畜産農家へのアクセスがそもそも
低い地域においては，慣行農場由来の家畜排せつ
物利用を一部緩和もしくは規制を厳格にする時期
を延長する等，地域ごとの特性を考慮し，それぞ
れの地域に合った規制を実施することの必要性も
示唆される。今後，デンマーク政府がどのように
この地域差を考慮し，有機栽培面積の倍増と慣行
由来の家畜排せつ物の施用禁止という二つの目標
に向けて法規制を実施していくのか継続的に注視
していきたい。

デンマークが行ってきた有機農業の転換支援政
策および農業環境政策は世界的にも非常に先進的
な例として捉えることができる。当国の有機農業
の高い普及や今後の野心的な挑戦ならびに実質的
な余剰窒素量の削減にもその成果が現れている。
本稿で注目した有機農家同士の家畜排せつ物を介
したパートナーシップの構築は，規制や環境要因
に対するデンマーク有機農家の適応策としての行
動と捉えたが，世界的な有機食品市場の拡大に伴
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い，このような資源を介した有機農家同士の協働
行動はデンマークだけではなく，他の地域におい
ても同様に重要になると考えられる。

日本国内では「企画部会有機農業の推進に関す
る小委員会」有機農業の推進に関する基本的な方
針（2014 年 4 月 25 日）において，有機栽培農地
の面積を現在比の２倍にすることを目指すとし
ている（37）。しかし，有機の家畜生産がそもそも
少ない日本においては，不足する作物養分を補う
ために慣行農場由来の家畜排せつ物に大きく依存
しているのが現状であり（西尾〔47〕），有機栽培
農地の拡大政策に伴い，その依存度や作物養分不
足はより深刻化することが予想される。また，デ
ンマークをはじめとする欧州の多くの国々では飼
料の自給率が日本よりも相対的に高いのに対し
て，輸入した遺伝子組換え大豆および菜種から製
造した油粕や，遺伝子組換えトウモロコシを給餌
して排泄された家畜ふん尿に依存する日本ではよ
り歪曲された有機農業を行っているとも言える

（西尾〔46〕）。
デンマークでは，慣行由来の投入物から脱却し

た 100％有機栽培を実現するための法規制が実施
され始めており，この背景には消費者側のより安
全かつ生産過程におけるより透明性の高い有機食
品を求める強いニーズがあった。これに対し，現
時点における「有機農産物の日本農林規格」では，
慣行畜産由来の家畜排せつ物の使用規制について
は何ら言及されていない。しかし，高まる食の安
全性への対応や有機食品の国内消費を伸ばす上で
は，これはあくまで経過措置にとどめるべきであ
り，今後は有機飼養された家畜・家禽のものを使
用するよう規制を課していくことが重要となるだ
ろう。そのためには，飼料も自給する家畜生産と
耕種作物生産とが共存する有機農業の展開を目指
す必要があり，本稿のデンマークにおける研究か
ら得られた知見は日本においても大いに還元でき
るものと考える。

注⑴　欧州では，1960 年代に英国で提起された「五つ
の自由」を中心にアニマルウェルフェアの概念が
普及し，E�U 指令としてアニマルウェルフェアに
基づく飼養管理の方法が規定されている。「五つ
の自由」とは，①空腹および渇きからの自由，②
不快からの自由，③苦痛，損傷，疾病からの自由，

④正常行動発現の自由，⑤恐怖および苦悩からの
自由の５点である。これらを踏まえて家畜の快適
性に配慮した飼養管理を行うことで，家畜の能力
が引き出され，家畜が健康になり，生産性の向上
や畜産物の安全・安心につながる。アニマルウェ
ルフェアについての動向は，例えば菅谷〔43〕が詳
しい。

　⑵　有機農業の慣行化（Conventionalization）と呼ば
れ，近年，欧米を中心に議論されている。この議論
については，例えば Darnhofer�et�al.〔15〕が詳しい。

　⑶　オランダ（Nauta�et�al.〔29〕）やフランス（Nowak�
et�al.〔30〕）においても同様に地域ごとの有機農業
生産の特化とそれに伴う作物養分に関する問題が
報告されている。

　⑷　2008 年に IFOAM（国際有機農業運動連盟）が
定めた有機農業の定義とは，「有機農業は，土壌・
自然生態系・人々の健康を持続させる農業生産シ
ステムである。それは，地域の自然生態系の営み，
生物多様性と循環に根差すものであり，これに悪
影響を及ぼす投入物の使用を避けて行われる。有
機農業は，伝統と革新と科学を結びつけ，自然環
境と共生してその恵みを分かち合い，そして，関
係するすべての生物と人間の間に公正な関係を築
くとともに生命・生活の質を高める」（IFOAM〔19〕）
である。

　⑸　2008 年の計画段階では，慣行畜産由来の最高窒
素施用量（70kg�N/ha）を 2015 年より 1 年当たり
10kg ずつ減らしていき，2022 年には完全に慣行家
畜排せつ物の使用を禁止するものであった。しか
し，慣行堆肥から完全独立するために必要な代替
源の確保がなされていない，そして法規制がまだ
完備されていないため，現案では 2017 年までに上
限をまず 50kg に減少することのみ確定している。

　⑹　結果的に，例えば有機牛乳の販売量は 1993 年か
らの２年間で５倍に増加した。

　⑺　有機酪農を行う上での規制は，例えば，100％有
機栽培された飼料で飼育すること，1 年間に 150 日
間は放牧すること，休薬期間を通常の３倍にする
こと等がある。

　⑻　有機の表示・認証をすることで高値販売が期待
できる量を上回って生産されており，実際に有機
牛乳と表示して販売されているものは生産された
有機牛乳の約３分の１にとどまっている。生産品
によっては限界に近い状態にまで有機食品が増加
している（蔦谷〔44〕）。

　⑼　この背景には有機食品の輸出量の増加が起因し
ている。2010 年の有機食品の総輸出額はおよそ 111
百万ユーロで，さらに 2010 年から 2011 年の増加
率は 21％，2011 年から 2012 年の増加率は 16％で
あった（Organic�Denmark〔34〕）。輸出先は主に
ドイツ，スウェーデン，フランス等である。

　⑽　主な作物の内訳は，青刈り飼料（90,000 ヘクター
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ル），穀物（60,700 ヘクタール），種子（4,000 ヘクター
ル），野菜（1,900 ヘクタール）。

　⑾　主な多年生作物の内訳は，果樹（600 ヘクター
ル），バイオ燃料用の林木（柳やポプラ等）（700 ヘ
クタール），クリスマスツリー（300 ヘクタール）。

　⑿　1991 年に制定された「農産物の有機的生産なら
びに農産物および商品の表示規則」（EEC�2092/91）
の改訂版である。

　⒀　現在，総論的な「有機農業規則」と具体的な「有
機農業実施規則」の二つから成り立っているが，
2014 年 3 月 24 日に欧州委員会が提示した有機農業
規則の改正案では，総論的な「有機農業規則」に
一本化し，具体的な生産規則は付属書にまとめら
れることになっている。改正案の実施は 2017 年を
予定している。

　⒁　例えば，有機鶏卵を生産する場合の親鶏の飼育
方法等。

　⒂　EU ラベルが表記された有機食品は，EU の「有
機農業規則」（EC�834/2007）と，その実施規則（EC�
889/2008）に記載されている有機農業についての
条件を遵守し，これに従って生産が行われたこと
を示す。より審査基準が厳しいデンマークでは，Ø�
ラベルの認証を受けたものは EU�ラベルの併用が
可能である。EU�ラベルを同時表記するかは，生産
者の自由である。

　⒃　例えば，有機耕種農家への検査は実際に作物が
栽培されている夏期に実施される。

　⒄　具体的な検査項目は，耕種であれば，殺虫剤，
無機肥料，除草剤を使用した形跡の有無，畜産で
あれば，アニマルウェルフェア規則上の問題や有
機栽培由来の飼料の使用の有無等である。

　⒅　デンマークと同様に政府機関が検査を行ってい
る国はフィンランド，オランダ等で，フランスや
ドイツ等では公的機関が検査を行う。スイスやポー
ランドでは政府機関と公的機関の両方が存在する。

　⒆　新 CAP（2014-2020 年期）により各国の有機農業
支援政策も変わることが予想されるが，本稿を執
筆した 2014 年は新 CAP への移行期間であり 2015
年 1 月より実施される各国の動向把握は今後の課
題とする。そこで本稿では Sanders�et�al.〔37〕の
情報を基礎として 2007-2013 年期の各国の支援政策
に関する内容を記載した。�

　⒇　農地タイプにかかわらず均一の単価を設定して
いるのは，他にフィンランドとアイルランドがあ
る。

　�　2011 年に発表された Sanders�et�al.〔37〕による
と直接支払いの形で有機農地維持の支援を行って
いたのは，デンマーク以外では，フランス，ルー
マニア，ギリシャ，イタリア，スペイン，スウェー
デンである。フランスでは，農村振興政策（第二
の柱）における農業環境支払いを法的根拠とせず，
第 68 条に基づいた価格市場政策（第一の柱）の直

接支払いの一環として有機農地維持だけではなく
有機転換への支払いも行っている。この他，オラ
ンダは有機農地面積に応じた支払いを行っていな
い EU 加盟国唯一の国である。当国は有機と慣行農
業に関わらず持続可能な農業への支援を行ってお
り，有機農業者も農業環境支払いで十分な利益を
得ることができるとしている。

　�　他国の例として，フランス政府は「Ambition�
Bio�2017」と呼ばれる�2017 年を目標年とした総合
的な有機農業振興計画を打ち出している。この計画
では，有機農業面積の割合を期間中に６％，面積
は６割増の�160�万ヘクタールに達することを目標
とし，さらに長期的な目標として 2020�年には 20％
とする数値目標を設定している。2014-2020 年期に
は，年間 1.6�億ユーロを有機農業転換や生産継続に
対する助成にあてる。フランスの動向については，
石井〔42〕が詳しい。

　�　硝酸指令では，同指令の付属書に規定された明
確な基準を満たし，特例扱いされた量が指令の目
的達成を損なわないならば，家畜排せつ物窒素を
年最大 170kg�N/ha とする上限基準からの特例を認
めている。デンマークでは牛を飼育している農家
に対して最大 230㎏の窒素を施肥できる特例が認め
られている。特例を受ける農業者へは，施肥計画
についての追加義務と農地管理についての追加規
制が課せられる。

　�　より詳細な分類手法については，Asai〔7〕を参
照されたい。

　�　家畜を保有しているすべての農家は品種，頭数，
畜舎の立地等の情報に関して 3ヶ月ごとに Danish�
AgriFish�Agency へ申請報告することが義務付け
られている。それらをデータベース化したものが
CHR である。主に家畜の伝染病の蔓延を防ぐこと
を目的としている。

　�　GAR は，農家の土地利用に関する直接支払
い補助金の申請データをまとめたものである。
2010 年以降は，国内ほぼすべての圃場情報が GIS

（Geographical� Information�System）上でデジタル
化されている。各農家は所有する圃場の ID 番号と
照合して輪作計画を提出し，補助金を申請する。

　�　デンマーク統計局が公表しているデンマーク農
家総戸数は 41,385 戸（2009 年）であった。これを
Fertilizer�Account の申請者数が上回っているの
は，馬等の農業活動とは関係のない家畜を飼養し
ている世帯も排せつ物の管理に関して申請を義務
づけられているからである。

　�　搬出入農家の平均耕地面積は 177 ヘクタール
だった。デンマーク国内の専業農家の平均耕地面
積は 157�ヘクタール，全国すべての農家の平均耕
地面積は�66.2 ヘクタールであるので（Statistiks�
Denmark〔39〕），いかに大規模であるかが理解で
きる。
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　�　農業者同士の「つながり」に注目して社会ネッ
トワーク分析を用いた先行研究には，農村内の技
術普及等に着目した Spielman�et�al.〔38〕，Isaac

〔22〕，Chiffoleau�and�Touzard〔13〕等がある。
　�　グラフの弱点は，同じ農家タイプ内での取引を

表現できないことである。本分析においても，複
数の農家が同じタイプに分類された農家と取引を
行っていたことが観察された。同じ農家タイプ間
の取引数については，付表１と付表２を参照され
たい。

　�　ここでの慣行酪農家とは，第２表における農家
タイプ 13，14，15 のすべてを統括したものである。

　�　１戸の耕種農家とパートナーシップを結んでい
る畜産農家が多い中，複数戸と取引を行っている
農家も多数存在する。本分析では，回答のし易さ，
回答時間の短縮を考慮し，第一パートナーだけに
絞った。

　�　複数の圃場を異なる場所に保有している農家も
いるため，家畜排せつ物の施肥を行った最も遠い
圃場までの距離を尋ねた。輸送距離は回答者の概
算に委ねた。

　�　耕種農家に対して家畜排せつ物の受け取り阻害
要因を調査した研究は，Battel〔11〕や�Núñez�and�
McCann〔31〕等がある。主な阻害要因としては，
輸送費用，臭い，家畜排せつ物中の雑草種子の混
入，施肥のタイミング，施肥機による土壌の踏み
固め等がある。

　�　一方，2008 年には化学合成肥料の市場価格が高
騰し，家畜排せつ物の需要が急増した。

　�　この議論については，Oelofse�et�al.〔33〕が詳しい。
　�　日本における有機ＪＡＳ規格（日本農林規格）

認証された耕地の栽培面積は，2013 年の時点で，
およそ１万ヘクタールであり，これは全耕地面積
455 万ヘクタールの約 0.2％であった（農林水産省

〔50〕）。
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付表１　ユトランド半島西部における農家タイプ同士の取引数
搬入側農家タイプ

搬
出
側
農
家
タ
イ
プ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 出次数
1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
2 30 30 173 257 63 2 16 1 1 0 2 21 2 0 0 2 2 5 3 580
3 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2
4 2 6 6 4 2 0 2 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 19
5 2 18 36 41 16 0 3 0 0 0 0 3 3 0 0 2 1 0 2 111
6 0 3 0 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
7 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
8 0 3 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
9 0 4 2 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9
10 0 2 0 8 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13
11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
12 0 2 2 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 10
13 2 0 6 3 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13
14 0 9 16 22 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 54
15 0 14 5 8 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31
16 0 15 8 13 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 42
17 2 108 33 72 48 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 263
18 0 6 1 9 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 18
19 1 26 6 21 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 56

入次数 39 219 295 468 141 2 21 1 1 0 3 24 5 0 0 4 3 5 5
資料：筆者作成．�
注．�行の農家タイプから列の農家タイプに家畜排せつ物が搬入された総数を示す．農家タイプは第２表の番号に対応．同じ農家タイプ同士の

取引数も確認できる．出次数，入次数は同じ農家タイプ同士の取引数を差し引いた値である．

付表２　シェラン島における農家タイプ同士の取引数
搬入側農家タイプ

搬
出
側
農
家
タ
イ
プ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 出次数
1 0 0 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
2 4 0 18 23 4 0 4 0 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 0 58
3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
4 0 0 6 11 2 0 0 0 0 0 1 4 0 0 0 0 0 0 1 14
5 0 0 4 22 4 0 0 0 0 0 0 6 0 0 0 0 0 0 0 32
6 0 0 2 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5
7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
9 0 1 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
10 0 0 0 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4
11 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
12 0 2 3 9 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 15
13 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
14 0 0 1 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7
15 0 0 1 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3
16 1 2 5 22 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 31
17 1 4 17 32 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 63
18 0 1 1 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6
19 0 1 2 5 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9

入次数 6 11 61 140 20 0 4 0 0 0 1 15 0 0 0 0 0 0 1
資料：筆者作成．
注．行の農家タイプから列の農家タイプに家畜排せつ物が搬入された総数を示す．農家タイプは第２表の番号に対応．同じ農家タイプ同士の

取引数も確認できる．出次数，入次数は同じ農家タイプ同士の取引数を差し引いた値である．
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Summary

Specialisation within organic agriculture in many western European countries has led to the decoupling of 
crop and animal systems, resulting in a shortfall in manure fertilisers on most farms and a surplus on others. One 
solution to solve the problem has been the establishment of collaborative partnerships between specialist organic 
farms for manure exchange. The aim of this study is to acquire factual knowledge about existing partnerships in 
Denmark. The first analysis on farm registries about manure applications showed that more than 80% of organic 
farms in a livestock-intensive area (Western Jutland) and about 50% of organic farms in an arable-intensive area 
(Zealand) were involved in manure partnerships. Organic dairy farms in Western Jutland were found to provide 
manure to organic arable farms, while many of them also received pig slurry from conventional pig farms. Further, 
a survey was undertaken of dairy farms in the livestock-intensive area, identifying and comparing 55 partnerships 
between organic dairy farms and organic arable farms with 68 partnerships between conventional dairy farms 
and conventional arable farms. The results showed that the character and function of the organic partnerships 
are influenced by the high demand for organic certified manure on organic arable farms. The Danish government 
currently has ambitious goals of doubling the organic area by 2020 and completing a ban on using conventional 
manure in organic farming. From a policy implementation angle, special attention regarding social relationships 
between manure partners as a basis of successful collaboration and regional differences, which largely affect 
structures of manure partnerships, needs to be taken into account.  


